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を鋭く批判しているのである。ドイツでは、
放送の自由は、権力からの介入を防ぐ「国家からの自由」と、少数の社
会的勢力に放送を引き渡さないようにするための法制度を要求する「国
家による自由」の二つの側面を有していると一般に認められている。こ
の二つの側面をどのようにして両立させるのかをめぐり、ヴェスティン
グ教授は憲法裁判所のやり方に疑問を呈していた。
　ヴェスティング教授のラディカルな書物ですら、歴史を踏まえて創出
された原理原則（Wissenを schaftする）を批判的に継承するという学問
共同体の掟が踏襲されている。そして、真摯な学問的姿勢は、研究者、
実務家が一緒になって執筆している定評のある放送法コンメンタールを
読めば一目瞭然であるように、判例・実務でも共有されている。掟の共
有は、確かに自由な発想を妨げるような息苦しさがあるような気もする。
しかし、「掟の門前」なのかもしれないが、現在の日本の放送法をめぐ
る状況からすれば、むしろ範とすべきであろう。
　例えば、日本の放送法では、番組編集準則というものが定められてい
る。この規定は、放送事業者に対して、放送番組の編集にあたり、政治
的公平性、事実の報道、多角的論点の提示などを求めている。この規定を、
総務大臣が個々の放送番組の内容に介入する根拠として解釈するのであ
れば、権力を監視する報道の目的が損なわれてしまう。放送の「国家か
らの自由」がまず強調されなければならないのであり、番組編集準則は
放送事業者が自らを律するための倫理規範として解釈されなければなら
ない。実際に政府も、かつては、番組編集準則を基本的に倫理規範とし
て解釈していた。1950年 1月 24日の衆議院電気通信委員会での電波三
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法提案理由説明のなかで、網島毅電波監理長官は放送法について、1条
で放送による表現の自由を根本原則として掲げ、政府は放送番組に対す
る検閲、監督等を一切行わないこと、放送番組の編集は放送事業者の自
律に任されていること、などと説明していた。戦前の反省から「放送を
権力の宣伝機関としてしまう恐れの除去」を目的として放送法を制定し
た経緯からすれば、当然であろう。
　しかし、その後、政府の解釈にばらつきが生じ始める。一方で、1964
年に郵政省（当時）は、番組編集準則は「法の実際的効果としては多分
に精神的規定の域を出ない。要は、事業者の自律にまつほかない」との
考えを示し、1972年 6月 8日の参議院逓信委員会で廣瀬正雄郵政大臣は、
番組の向上は行政指導ではなく放送事業者が自主的に行うしかない旨の
説明をしている。他方で、1962年 3月 14日の衆議院逓信委員会で迫水
久常郵政大臣は、番組編集準則違反の判定は郵政省がやると答弁してい
る。
　1980年代後半に入ると、郵政省は「真実でない報道」を行ったことを
理由に行政指導を行うようになり、1993年に、選挙報道における政治的
公平性が問われた「椿発言事件」が起こったのを契機に、同年 10月 27
日の衆議院逓信委員会で、郵政省の江川晃正放送行政局長は、郵政省が
最終的に政治的公平性を判断すると答弁し、番組編集準則は放送事業者
を法的に義務づける規範であることを明言した。その後、郵政省と 2001
年の省庁再編により放送を所管することになった総務省は、事実の報道
と政治的公平性の項目を中心に番組編集準則違反を根拠にした行政指導
を繰り返している（以上につき、さしあたり西土彰一郎「表現の自由の
ために」新聞研究 775号（2016年）34頁以下を参照）。
　以上の経緯からわかるように、日本の放送法の解釈は、「国家からの
自由」としての放送の自由の（批判的）継承を蔑ろにしている。わたく
しは、放送事業者側の経営圧力に対して、国民の知る権利の理念を体現
する番組制作者の自律を擁護する組織原理として番組編集準則を再解釈
できるのではないか、その意味で放送の「国家による自由」の側面の一
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つの具体化として、番組編集準則は放送事業者を名宛人とする限り、法
規範性を有するのではないか、と考えているが、それはさておくとして
も、少なくとも放送の「国家からの自由」ですら首尾一貫した解釈を示
すことのできていない日本の現況を見るにつけ、愚直なまでにも放送の
「国家からの自由」を唱え、さらに「国家による自由」との両立に苦心
しているドイツから学ぶべきことは多くあるように思う。
　学生時代、ドレスデンに留学し、その後、短期間ではあったものの、
ポツダムに滞在し、成城大学赴任後にはマインツとハイデルベルクに留
学することができた。いずれも、所詮はお金を落とす「客」であり、ド
イツで仕事を求めて奮闘している外国人の眼とは異なり、どうしてもド
イツ賛美になることは否めない。このエッセイもそうした弊に陥って
いることを自覚しながらも、ついつい日独放送法比較まで立ち入ってし
まったことをお詫びしたい。
　ここ数年は、ヴェスティング教授の法理論に関する著書を、わたくし
を含めて四名の憲法研究者・法社会学者といっしょに翻訳する作業に精
力を注ぎ、トーマス・ヴェスティング［毛利透＝福井康太＝川島惟＝西
土彰一郎訳］『法理論の再興』（成文堂、2015年）として上梓することが
できた。この翻訳の中で、どうしても意味を掴むことのできない一文を
平野篤司先生にお訊ねしたことがある。平野先生は快諾くださったうえ、
大変丁寧に検討してくださり、非常に貴重なご指摘を与えてくださった。
先生のご指摘により得ることができたのは、正鵠を射ていないことを承
知しつつ、井上ひさしの顰に倣いあえて言わせていただくならば、翻訳
とは「むずかしいことをやさしく、やさしいことを深く、深いことを愉
快に、愉快なことを真面目に」意味を掴むことではないか、ということ
である。大学院時代以来悩み続けた「読む」ことの一端が、少しわかっ
たような気がした。
